


②三重県の移住施策について 

③移住者数の把握について 

④平成30年度移住相談会等について 

⑤各市町における移住促進の取組について 

⑥その他の取組について 

８月 30 日 第２回 研修会 

「就労情報の掘り起こしについて」 

平成 31 年１月 24 日 第３回 研修会 

「地域の魅力発信～地域の就労情報発信の必要性に 

ついて～」 

２月 19 日 第４回 研修会 

「地域の魅力発信～就労情報発信の始め方～」 

２月 25 日 第５回 ①平成 31 年度移住関連予算について 

②平成 31 年度移住相談会等について 

③移住者数の把握について 

④地方創生推進交付金（移住・起業・就業タイプ） 

の移住支援事業について 

⑤各市町における移住促進の取組について 

 

（５）検討状況 

①第１回検討会議 

代表に地域連携部移住促進監、副代表に鳥羽市企画財政課移住・定住係長および伊

賀市地域づくり推進課移住交流係長を選出しました。 

県が実施する移住施策や移住相談会、移住者の傾向について情報共有を図りました。 

各市町における特徴的な取組や移住相談事例などを共有するとともに、地域の受入

体制に係る課題について意見交換を行い、実務のブラッシュアップを図りました。 

②第２回検討会議 

三重労働局職員を講師に迎え、多様な就労情報を集め、移住希望者に提供する手段

の一つである無料職業紹介について学ぶとともに、無料職業紹介の制度を利用してき

め細かな相談対応を行っている鳥羽市から就労情報の収集方法や移住希望者への情報

提供の方法などについて学びました。 

③第３回検討会議 

合同会社オフィスキャンプの大越はじめ氏を講師に迎え、仕事の魅力が伝わるよう

工夫された就労情報をきっかけに実際に移住した方や、就労情報掲載を依頼した農家

の事例などから、就労情報を地域の情報と併せて発信する効果などについて学びまし

た。 

④第４回検討会議 

引き続き、合同会社オフィスキャンプの大越はじめ氏を講師に迎え、第３回検討会



議の研修内容をふまえ、就労情報の収集や見せ方のポイントなど、実際の事例をもと

に発信方法について学びました。 

⑤第５回検討会議 

令和元（2019）年度に三重県が実施する事業や移住相談会等、各市町における平成

30（2018）年度の取組状況や令和元（2019）年度の事業予定、地方創生推進交付金の

移住支援事業について情報共有を図るとともに、地域の受入体制の課題について意見

交換を行い、実務のブラッシュアップを図りました。 

 
（６）取組成果 

平成 28（2016）年度から本検討会議を設置し情報共有や議論等を行ってきました。

その結果、平成 30（2018）年 10 月には県内全ての市町に移住相談窓口が設置された

ほか、多くの市町で空き家バンクの設置（平成 27（2015）年度末 17 市町→平成 30（2018）

年度末 24 市町）や、移住体験住宅整備（平成 27（2015）年度末２市町→平成 30（2018）

年度末８市町）など移住者の受入体制の整備が進んできました。 

県と市町の連携が進んだほか、市町同士のつながりも強まりました。 

                                                                    
（７）今後の方針 

移住を希望される方は、就労に対するニーズが高く、また、企業等への就職だけで

はなく、これまでのスキルを生かした起業希望や就農など仕事を通じた自己実現を重

視する傾向が見られます。 

今後は、市町と連携・協力し、こうした移住希望者と地域の思いをつなぐきっかけ

づくりに取り組んでいきたいと考えています。 
 

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 
（判断理由等） 

県内全ての市町に移住相談窓口が設置されたほか、空き家バンク制度の運用や移住体験住宅を

整備する市町が増加するなど、移住者の受入体制の整備が進みました。また、県と市町の連携が

進み、市町同士のつながりも強まるなど、一定の成果がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


